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要 旨
　 日本経済は1992年後半のバブル経済の崩壊に伴 う長期のデフレ期を脱 し、ようやく2002年から
経済成長の軌道に乗 り出した。景気の長 さで見れば、今回の景気拡大は4年5ヶ月を過 ぎ、1965年








　 日本経済は1992年後半のバブル経済の崩壊に伴 う長期のデフレ期を脱 し、ようや く2002年か
ら経済成長の軌道に乗 り出した。景気の長さで見れば、今回の景気拡大は4年5ヶ 月を過ぎ、
1965年ll月から4年9ヶ 月続いた 「いざなぎ景気」に迫る勢いである。経済のミクロ面から見







内定率は76%であ り、昨年の68%、一昨年の60%よりもかなり高い数字であ り、多 くの学生が
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方法を とっている2)。そのために、 日本社会において 「持てる者」 と 「持たざる者」の二極化
が問題視されているが、新卒の労働市場においても 「内定を複数の企業か らもらう学生」と
「内定を1つ もとれない学生」との二極化が問題になっている。後者の学生は大学とい う高等



































造業」が最も多 く、「金融 ・保険」、「ホテル ・航空 ・旅行」がそれに続 く。「ホテル ・航空 ・旅
行」は外大生にとって人気の業種であ り、語学力などを生かすことのできる比較優位を持つ業
種であった。 しか し、 日本経済がバブル経済崩壊の低迷をようや く脱 して本格的な成長軌道に
乗 り出したことから、「金融 ・保険」や 「製造業」の業種にも多 く就職 している。不良債権処
理が終わ って金融不安を脱 した 「金融 ・保険」、そ して高付加価値製品の需要の増加のために
国内の開発 ・生産拠点へ回帰 している 「製造業」においては、ここ暫らくの間、採用の増加が
見込まれる。












製 造 業:25(19)　金 融 ・保 険:23(17)　ホ テル ・航 空 ・旅 行:22(17)
卸 売 り ・商 社:15(ll)　小 売:9(7)　物 流:8(6)　教 育:6(5)　情 報 通 信:4(3)
不 動 産:4(3)　広 告 ・出版:3(2)　製 薬 ・医療:2(2)　 そ の他 サ ー ビス業:12(9)





1000-5000万円 未 満:23(17)　5000万-1億円未 満:ll(8)　1-5億円 未 満:21(16)
5-10億円未 満:8(6)　 10億円以 上:65(49)　不 明:5(4)
(注)括弧 内の数字 は全 体に対 す る割合であ るが、 小数点第1位 を四捨五入 したため、合計 の数字 が必ず しも100%にな



























3回 生9-12月:50(38)　 3回 生1-3月:62(47)　 4回 生4-5月:9(7)
4回 生6-7月:6(5)　 4回 生8-10月:5(4)　 無 回 答:1(1)
訪問した
企業数
4社 以 内:5(4)　 5-9社:21(16)　 10-19社:31(23)　20-29社:26(20)
30-39社:27(20)　40-49社:8(6)　50社以 上:ll(8)　 無 回 答:4(3)
内定の数
1社:57(43)　 2社:38(29)　 3社:32(24)　 4社:3(2)　 5社:2(2)
6社 以 上:1(1)
両親との相談 積 極 的 に 相 談 した:55(41)　 少 しは 相 談 した:59(44)
ほ とん ど相 談 しな か った:13(10)　 全 く相 談 しな か った:5(4)　 無 回 答:1(1)
就職活動の
自己評価
後 悔 して い な い:81(61)　 何 と も言 え な い:25(19)
少 し後 悔 してい る:24(18)　大 変 後 悔 して い る:2(2)　 無 回 答:1(1)
就職企業の
　満足度
大 変 満 足:43(32)　 満 足:78(59)　 何 と も言 え ない:9(7)　 不 満:2(2)
大 変 不 満:1(1)
就職ガイダンス
　 の出席度
毎 回 出 席:18(14)　 ほ とん ど出 席:35(26)　 時 々欠 席:27(20)
余 り出 席 せ ず:31(23)　 全 く出 席 せ ず:21(16)　 無 回 答:1(1)
(注)括弧内の数字は全体に対す る割合であ るが、小数点第1位を四捨五入 したた め、合計 の数字 が必ず しも100%にな っ
　 　 ていない箇所 もあ る。
　今回の調査では、回答者の41%が就職活動を行 うのに当たって、「両親に積極的に相談」 し
てお り、「少 し相談 した」 も含めれば、その割合は85%にも上る。Lent(1994)は、両親から
の生育環境の整備に始まって教育機会の提供や就職活動に対する支援は、子供の進路発達に大
きな影響をもたらしていると指摘 している。また、1995年の日本私立大学連盟の報告書による
と、23%の学生が 「就職すること自体について不安を感 じている」と述べてお り、学生本人の
性格や資質を最も把握 している両親に相談することは、適切な就職先を見つける上において重
要であると考えられる。





















　次に、就職活動状況を示す項 目間の相関関係に注 目してみたいが、その推計結果が表3に 示
されている。予想された通 り、「活動開始時期」と 「訪問企業数」の間には高い相関関係(相
関係数:0.401)が見 られる。また、「活動の自己評価」と 「企業の満足度」の間に弱い相関関
係(相 関係数:0.271)が見られる。 このことは、複数の企業から内定を得た学生の多 くが最
後に内定 した企業を就職先として選ぶ傾向があるとい う、先に述べた事実とも整合性がとれて
いる。更に、「活動開始時期」 と 「ガイダンスの出席度」の間にも弱いなが らも相関関係(相
関係数:0.228)が見られた。このことは、学生の就職ガイダンスの参加が、彼 らの就職活動
を開始させるきっかけをつ くる1つ の要素になっていると示唆される。その一方で、「活動開
始時期」と 「企業の満足度」および 「内定数」と 「ガイダンス」の間には全 く相関関係が見ら
れない。このことは、学生が焦ってむやみやたらに就職活動を開始するのではなく、自己分析
や企業 ・業界研究などを しっか りと行った上で、活動を開始することが重要であることを示唆
している。
表3　就職活動状況の項目の相関関係
活動開始時期 企業訪問数 内　定　数 両親との相談 活動の自己評価 企業の満足度 ガ イ ダ ンス
活動開始時期 1 - - - - - -
企業訪問数 0.401 1 - - - - -
内　定　数 0.091 0.109 1 - - - -
両親との相談 0.148 0.176 -0.044 1 - - -
活動の自己評価 0.003 0.031 0.166 0.081 1 - -
企業の満足度 0.025 0.025 -0.008 -0.035 0.271 1 -
ガ イ ダ ンス 0.228 0.126 -0.145 0.140 -0.058 0.096 1




積極性 67 一般教養 6
性格 66 学校名 5
自己分析 56 ク ラ ブ ・ボ ラ ン テ ィア等 の 活 動 5
企業 ・業界研究 21 親や知人のコネ 2
アルバイ ト経験 8 語学力以外の資格 2
コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 能 力 6 学業成績 1
留学経験 6 語学力 1
(注)複数回答は2項 目まで可 とした。
　表4に おいて、調査対象者が就職活動を通 じて内定を得るための重要な要素として回答 した
項 目をまとめている。「積極性」は最も重要な要素 として指摘されており、「性格」、「自己分析」、
「企業 ・業界研究」がその後に続 く。このことからも、企業が新卒に対 して資格などの専門力
的要素よりもむ しろ人格的な要素を求めていることが示唆される。
　企業のマーケティングのコンセプ トの1つに、顧客志向型マーケティングが挙げられるが、
日本のような企業間の競争が激化 した成熟市場においては、多 くの企業がこのコンセプ トに基
づいたマーケティングを行っている。この理念の下では、売 り手はコミュニケーションを通 じ
て顧客のニーズを聞き出し、次に顧客ニーズを先取 りして独自の製品やサービスの輪郭を描 く


























証左であると解釈できる。但 し、根本(2004)は職務に専門知識などの能力 ・スキルを重視 し








就職における留学の有利性を認識 していない。但 し、興味深いことに 「大変有利」と回答 した
者の留学期間の平均は8.8ヶ月間であったのに対し、「多少有利」 と回答 した者の値は7.7ヶ月、





留学期間 3ヶ 月:6(10)　　 4-5ヶ 月:12(20)　 6-8ヶ 月:ll(18)
9-12ヶ月:29(48)　 1年超:1(2)　 不 明:1(2)
就職における
留学の有利性
大 変 有 利:19(32)　 多 少 有 利:27(45)　 何 と も言 え な い:7(12)
余 り有 利 で は な い:6(10)　 全 く有 利 に 働 か ず:1(2)
帰国時期の
遅れの不利性
か な り不 利:2(15)　 少 し不 利:6(46)　 何 と も言 え な い:4(31)
逆 に 有 利:1(8)
(注1)「就職 におけ る留学 の有利性」 の質問 に関 しては、留学経験が3ヶ 月以上 の学生 のみ に尋ねた。
(注2)「帰 国時期 の遅れ の不利性」 の質 問は、帰 国時期 が4回 生 にかか った学生 のみ に尋ね た。
(注3)括弧 内の数字 は全体に対す る割合であ るが、 小数点第1位 を四捨五入 したた め、合計 の数字 が必ず しも100%に





の61%にも上った。大企業を始めとした多 くの企業が採用活動のプロセスを3回 生の1月 ぐら






う理想面と 「実際に就職する企業に決めた理由」とい う現実面に関する2つ の質問を用意 した。
回答結果は、両方の質問とも 「働きたい業種」、「良好な人間関係」、「や りがい」が上位を占め
た。2つ の質問に対する回答項 目が全 く一致 しなかった調査対象者の数は僅か17名(全体の13





良好な人間関係 55 働きたい職種 54
や りがい 52 良好な人間関係 44
働きたい業種 50 や りがい 44
福利厚生 26 勤務地 30
勤務地 21 安定性 24
安定性 22 福利厚生 19
給与水準 16 将来性 14
将来性 16 給与水準 ll
労働時間の短さ 1 企業の知名度 7
ノル マ の 少 な さ 1 その企業以外選択の余地がない為 2













(注)括弧 内の数字 は全 体に対 する割合であ るが、小数点第1位を四捨五入 したため、合計の数







　表7で は、回答者に就職予定の企業を通 じての将来のキャリアデザインを尋ねた結果を示 し




　 日本労働研究機構(2000)や労働政策研究 ・研修機構(2004)によると、多 くの若い従業員









キャリアデザインを確立 してい く人がこれから増加 してい くのではないかと予想される。























上を促 し、ひいては所得の増加をもたらすと主張する。 しか し、実学に重きをおいてこなかっ
た 日本の大学のカリキ ュラムや少子化に伴 う大学生の学力の低下といった要因によって、大卒
の収益率の逓減傾向が見られる。このように人的資本論の正当性は初等 ・中等教育 レベルまで
に当てはまることであって、高等教育においてはその正当性が疑問視 されている。本田(2005)
の実証研究でも、企業が感 じている日本の職場での大学教育(特 に文系)の 職業的意義は、西
欧の職場におけるよりも低か った。 また、Mccormic(1988)は大学教育に関する西欧と日本
の企業側における意識の相違を指摘 しているが、実学とは乖離 している日本の大学教育に対 し
ては企業も大きな期待を持っておらず、その結果余 り大きな不満も抱かせないと結論付けてい








を分析 した。就職活動の成功度を測 る変数 として 「就職活動に対する自己評価」をとり、「大
学入試難易度」と 「大学での成績」の変数が及ばす影響を調査 したところ、両変数とも有意で
就職活動の成功度にプラスの影響を与えていた。また、平沢(1995)や濱中(1998)の研究に
よれば、「大学入試難易度」が高いほど 「内定企業の規模」 も大 きくなるという有意な関係が
見られたのに対 し、「大学での成績」 とは有意な関係が見 られなか った。
　これらの先行研究も示すように、就職活動の成功を表す被説明変数の採 り方が異なり、それ











2006年10月を基準月 として、それ よりも何 ヶ月前よ り活動を開始 したか とい うことで測 る。
「内定の数」、「企業の訪問数」、「留学期間」はそれ らの素数を用いる。「性別」はダミー変数
を用いて、男性を0、女性を1と置 く。「就職活動の自己評価」は 「大変後悔 している」(=1)
から 「後悔 していない」(=4)まで4段階のカテゴリーで分けたデータを用いる。「両親との
相談」は 「積極的に相談 した」と回答 したデータを 「相談」としてダミー変数の1と置き、そ
れ以外の回答データは0と 置 く。 クラブやサークルなどの社会活動に参加 していた者は 「クラ
ブ等の参加者」としてダミー変数の1と置き、参加 していない者は0と 置 く。調査対象者の英
語力は企業が英語力を測るのに最も参考とするTOEICの素点を使 う。英語以外の語学力を測
るには表8で 示 した4段 階のカテゴリーを作 り、「読み、書き、話すとも習得 した言語を用い
て仕事を十分にこなせる程度」と 「現地で 日常生活を送るのに困らない程度」を 「運用能力が
有 り」としてダミー変数の1と置き、それ以外の2つ の回答データを 「運用能力が無い」とし
て0と 置 く。就職ガイダンスの出席度は 「毎回出席」と 「ほとんど出席」を 「ガイダンスの出












































い う教訓を残 した。更に、多 くの日本の企業は新卒の学生を即戦力 と位置づけておらず、「語
学力」や 「資格」は採用の十分かつ必要条件になっていないことが確認 された。「学業成績」




対 しては理科系の学生に比べると専門性を余 り期待 しておらず、専門性を何らかの形で反映 し
た 「学業成績」も余 り重要視 していないと推論できる。その結果、企業は文科系の学生を採用
するに当たって、全人格的な視点から評価することになると考えられる。
　このような企業の事情を通 じて、学生の側も就職活動の成功を規定する要因を探 りに くくな
っているのではないかと推論できる。就職活動の成功を規定する特定の要因は余 り多 く発見さ
れなかったが、弁証法的な意味で言えば、有意の見出せない様々な要因とい うものが複雑に絡

























(注2)資本金が不明な企業が5社 あ るため、「資本金 で測 った企業規模」 を被説 明変数 にとった場合 のサ ンプル数 は128
　 　 　にな ってい る。
6.結 語
　80年代の終わ りに始まったバブル期とは違って、企業が採用の拡大を優秀な学生のみに限定






るのである。就職活動は大学受験 とは違 って、顕在的能力(イ ンプット)が就職活動の成功
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(アウ トプット)に必ず しもつながるとは限らない。すなわち、学生(特 に文科系の大学生)
にとって就職活動とはブラックボックスのようなものであ り、受験勉強の参考書に相当する就



























3)『週刊東洋経済』2005年ll月19日号(153ペー ジ)に よれば、本学の就職部の満足度は全国で第3位 で
　 あった。
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